
書式第 12号 (法第28条関係 )

事 業 報 告 用

令 和 5年 度 事 業 報 告 書

特定非営利活動
=△
 開発教育協会

1 事業の成果
令和 4年度 (2022年度)に策定した下記の 2022年度～2026年度中期重点方針および中期重点事業に

基づき,令和 5年度も活動を行った。

<中期重点方針>
方針 1 開発課題をわたしたちの課題として捉え考える市民性 。公共性の追求

方針 2 教育者中心から学習者中心の教育への教育観の転換に向かう
<中期重点事業>
1.開発課題 (ジェンダー・貧困など)と 開発教育に関する研究会の実施
2.成人教育 。社会教育としての開発教育の推進
3.開発教育ファシリテーション (対話)の再考 。議論の促進
4.教育政策に関する調査・ネットワークづくり
5.組織基盤強化

多くの市民の参加・協力を得ながら,国内外での政策提言活動およびネットワーキング活動,教材の普

及,研究会活動,講師派遣事業,各種ワークシヨップ等を行った。d・lab(開発教育全国研究集会)は 4

年ぶりに,教材体験フェスタは昨年度に引き続き対面で開催した。また,新規教材の開発およびクラウ

ドファンディングを実施し (「教育をジェンダー視点で見直すヒント集」),40周年記念募金 (「未来

につなぐ開発教育」)では,寄付者とプレゼントを受け取った方々の交流会を開催した。さらに,成人

学習・教育 (ALE)プロジェクトでは,お となのァクティブ・シティズンシップについて意識化し、こ

れを推進するために,関西地域で経験交流を実施した。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【34,573】 千円)

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

国 内外 の関

係 諸機 関な

どとの連 絡

調整事業 (ネ

ッ トワー ク

事業 )

国内ネットワーク事業

①成人学習・教育 (ALE)
プロジェクト

①‐1.CONFINTEAⅦ ア
ジア地域フォローアッ
プ会合への参加

①‐2■LEと 開発教育 :

関西会議の開催

①‐3.ハ ンドブックの作

成/ウ ェブサイ トの運営

など

②学びあいフォーラム

①‐1.

2023均「 5

月 30日

①
‐2.

2024`午:1

月 13日

-14日

①‐3.

2023月「
4

月～2024

年 3月

①‐1.

オンライン

①‐2.

関西セ ミナ

ーハウス

①・3.

オンライン

(zoom)

②オンライ

ン (z∞m)

①‐1.

5名

①‐2.

9名

①‐3.

12名

②6名

①‐1.

一般 市民
NPO/社協
①‐2.

社 会 教育
関連団体、
NGOttIP
O、 開発教
育関連 団
体

①‐3.

一般 市 民
/NPO/社協
② 一般 市
民ハPO/社

①‐1.

不特定
多数

①‐2.

19名

①‐3.

不特定
多数
② 不特
定多数

5,617



②2023

年 4月

～2024年

3月

協

海外ネットワーク事業

①ASPBAEと の協働
②ESD allianceプロジ
ェクトヘの参加

①  2023

年 4月
～2024年

3月

②  2023

年 4月

～2024年

3月

①オンライ

ン (zoom)

②オンライ

ン (zoom)

①②5名 ② 一般
市民/NG0
な ど各 種
団体

①② 不
特 定 多
数

開発 教育 な

どに関す る

調査研 究 事

業 (実践・研

究事業)

開発教育研究会

①「SDGsと 開発教育研
究」 部会

②「開発教育ファシリテ
ーション研究」部会

③「ジェンダーと開発教

育研究」部会

2023年 4
月～2024
年 3月

オンライン

(zoom)

①10名
②10名
③10名

一般市民 不特 定

多数
2,957

①機関誌『開発教育』の

編集発行

②オンライン機関誌カ
フェ実施

①  2023
年 12月

②  2023
年 5月
12日

①全国

②オンライ
ン (zoom)

①15名

②10名

① 一般 市
民
②7名

不特 定

多数

d■ab2023(第 41回開発

教育全国研究集会)の
開催

2023年 8
月 11日 、
12日

JICA地球ひ
ろば

30名 一 般 市 民

/NG0
NPO

開発教育 な

どに関す る

資料情報 の

収集提供 事

業 (情報・出

版事業)

新規教材図書の企画編

集と制作発行

①『 18歳成人とキャリ
ア教育』
②『すべての人が生きや

すい社会へ 教育をジェ

ンダー視点で見直すヒ

ント集』
③消費者教育教材資料

表彰
④その他図書教材の編

集企画・編集協力

2023`千 4
月 ～2024
年 3月

全国 10名 一般市民 不特 定
多数

12,157

出版物販売 2023`千 4

月 ～2024
年 3月

全 [■1 3名 一般市民 不特 定

多数

広報資料作成

① ゥェブサイトの運営
② DEARプ ラットフ
ォームの運営

2023`手 4

月 ～2024
年 3月

全国 3名 一般市民 不 特 定

多数



③ スタンフ・ブログの

運営
④ Facebookページの
運営
⑤ メールマガジンの発
イテ
⑥ X(旧 ツイッター)
の運営
⑦ lnstagramの 運営
③ nOteの運営
⑨ 資料請求者への対応

⑩ PR TIMESの利用
開発教 育 な

どに関す る

人材 育成 事

業 (講師派遣

等事業 )

講師派遣事業

政府機関・自治体・教育

委員会・学校・大学 。自

治体国際化協会・NG0
などに対 して計 39件
121回派遣

20234F4
月 ～2024
年 3月

全国
オンライン

(zoom)

10名 一般市民 約
4,500
々
イコ

5,796

DEARカ レッジ SDGs
学習のつくり方

20231「 6

月 2日 ～

7月 14日

(全 7

回 )

オンライン

(zoom)

7名 一般市民

開発教育 な

どに関す る

人材 育成 事

業(研修・講座

事業)

①「開発教育入門講座」

②教材体験フェスタ

2024

③おうちDE開発教育

①2023

年 4月

～2024年

3月

② 2024

年 3月 24

日

③2023

年 10月

17日

/2023年

12月 15

日/2024

年 2月 17

日

①オンライ

ン (zoom)/

横浜YMCⅣ

聖心女子大

学 BE■hive

②JICA地球

ひろば

③オンライ

ン (zoom)

①10名

②27名

③5名

一般市民 ①約 90

名
②78名

③13名

6,423

開 発 教 育 な

どに 関 す る

政 策 提 言 事

業 (政策提言

事業)

行政に対する政策提言
①国際協力政策・援助政
策に対する政策提言
②教育行政・教育政策に

関する政策提言

③成人教育に関する政

策提言

2023年 4
月 ～2023
年 3月

東京
オンライン

(zooln)

7名 一般市民 不特 定

多数

４

●



キャンペーン(SDGs4教
育キャンペーン)への協

力

20234F4

月

オンライン

(zoom)

1名 一般市民 不 特 定

多数

開発教 育 な

どに関す る

普及推進 事

業 (受 話 事

業 )

①外務省「NGO相談員
プログラム」
②聖心グローバルプラ
ザ内「BE*hive」

③國學院大学 SDG s講
座企画運営

①2023
角「 4月
～2024年
3月

②2023

有「 4月
～2024年
3月

③2023

年 4月
～2024年
3月

①全国、関東

圏、オンライ
ン (zoom)

②聖心女子

大学

③國學院大

学

①5名
②4名
③2名

①
NGO/NP
O
②大学生/
一般市民
③大学生

①827
名 (件 )

②約
800名
③約
100名

1,082

そ の他本会
の 目的 を達

成す るため

に必要な事

業 (共催協力

事業)

①2023年度開発教育・
国際教育セミナー

②ESD活動支援センタ
ー運営委員

① 2023

年 10月

29日

②2023

年 4月
～2024年
3月

①大阪国際

交流センタ

②オンライ
ン (zoom)

①
②
2

1

名

名

‐般市民 ①45名

②不特
定多数

49

|



書式第 13号 (法第 28条関係 )
事 業 報 告 用

開発教育1,あ会

2023年 度 活 動 計 算 書
2023年 4月 1日から2024年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人

B

′ ヽ

5,312.000
2,770,000
380,000
1,750,000
92,000
320,000

5,661,843

4,142,708
1,208,135
311,000

6.810,000

6,460,000
350,000

15,225,698

500
000
700

624
514
360

76,000
869,000

5

4

3 生０
〇

一

９

一

1)一般寄付金
2)指定寄付金 (教材作成のためのクラウドファンディング)

A

4

5 その の

3 取不

その他の寄付金 (DEARサポーター

つ ||

8 託事業

1)地球環境基金
性の政治参画

△
ム

(学生)

1)ネ ットワーク事業
2)実践 。研究事業
3)人材育成事業
4)政策提言事業
5)共催・協力事業
6)情報・出版事業
7)講師派遣等事業

1)自 由学校 「遊」出向負担金収入

2)雑収入

3 受取助

1)個人正会員
2)団体正会員
3)個人賛助会
4)個人賛助会

2 受取

費

費

費

費
会

会

会

会

員
員

2,995,259

2,971,804
23,253
202

36,004,800

用

22.587.273

18, 159,483

0

2,779,503
91,789
1,556,498

5,286,167
411,054

▲ 5,773,517
16,100

3,003,634
766,401
1,447,927
296,164
1,570,620
68,228
63,723
151,817
865,936
1,526,626
61,893
515,641
610,886
7,700
556,854
531,800

11,985,654

期首商品棚卸高

仕入高
期末商品棚卸高

会場費
諸謝金
全国研究集会経費

事務所賃貸料
水道光熱費
旅費交通費
イベント関連経費

消耗什器備品費
事務用品費
通信運搬費
印刷製本費
福利厚生費
賃借料
支払手数料
研修費
委託費

(2 の他経
そ の

公

(1)人
給与手当

臨時雇賃金

法定福利費
退職給付費用

34.572.927彗業者計



1, 159,117

0

177,420
12,731
99,355

1,448.623

７

１

２

０

４

６

１

４

１

５

６

５

５

100

416

000
168

073

437
550
782

549
351

950
427
000

34,697
1.496.500

事務所賃貸料
水道光熱費
旅費交通費
広報費
諸会費
消耗什器備品費
事務用品費
通信運搬費
印刷製本費
福利厚生費
賃借料
支払手数料
租税公課

2

そ の 人

2 その

修

(1)人
給与手当
臨時雇賃金
法定福利費
退職給付費用

2.945.123
37.518,050常 費 用 計
▲ 1.513,250i期 経 常 増 減 額 【A】 ― 【B】 ・・・①

t引 前 当 期 正 味 財 産 増 減 額 ①十② ・・・③ ▲ 1,513,250
70,000

24,371.598
法人税、住民税及び事業税
前期繰越正味財産額  ・・ ⑤

・・・④

22.788.348朝 繰 越 正 味 財 産 額 ③―④+⑤

|

|

|

|



書式第 15号 (法第 28条関係 )

2023年 度 貸 借 対 照 表
2024年 3月 31日 現在

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 け月発教育 1,夕会

小計・合計金   額日

】科

69,517

18,149,270

233,286

597,741

5,773,517

113,427

3,288,756

100,168

23.325,682

2,504,800

2.504,800

①

退職給付引当預金

【A】 資 産 の 部

1 流動資産

2 固定資産
流動資産合計  ・・

現金

普通預金

その他の預金

郵便振替口座

商品

貯蔵品

未収入金

前払費用

固定資産合計 ・・・②
30,330,482【A】 資 産 合 計 ①+②

2,186,446

2,402,000

170,900

70,000

707,988

5,537,334

2,504,800

2,504,300

8,042,134

【B-1】 負 債 の 部

負 債 合 計 ③十④

24,371,598

▲ 1.583,250

22,788.348

【B-2】 正 味 財 産 の 部

前期繰越正味財産額

当期正味財産増減額

正 味 財 産 合 計

30,830,482負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】【B】

|

|

|

退職給付引当金

|

固定負債

′ヽ
・ ・ ・ ツヽ

・・・④

1流動負債

未払金

前受金

未払消費税

未払法人税

預 り金



1(, :〕 8

2023年 度  計 算 書 類 の 注 記

l.重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日  2011年 11月 201-1-部 改1ビ NPO法人会計基準協議会)に よつています。

(1)棚卸資産の評価基準および評価方法
棚卸資産 (商品)の評価基準は原価基準により.評価方法は総平均法によつています。
(2)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

(3)退職給付引当金の計上基準
従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基

´

'き
当期末に発生しているとこ3め られる金額を計 にしています。

なお、退職給付債務は期末自己都合要支給額に基づいて計算しています。

益の ハi

事 業 報 告 用

特定非‖利活動法人 開発教育協会

I 経常収益
1 受取会費
を 受取寄附金
 ヽ 受取助成金
' 事業収益
 ヽその他収益
経常収益計

Π 経常費用
.人件費
綸 ',千当

臨時雇賃金

法定福利費

退職給付費用

その他人件費

人件費計
¨ その他経費

期諄商品機卸高

仕人間

期末商品棚卸高

会場費

諸謝金

全国研究集会経費

事務所賃借料

水道光熱費

旅費交通費

0

0

0

14,600

1,400,742

0

74.131

15,163

1,035,602

0

0

0

0

0

766,401

2,965

606

17

0

0

0

0

329.633

0

29,652

6.065

461,984

0

0

0

0

0

0

1,482

303

5,952

5,286.167

411,054

▲ 5,773,517

0

1,228,712

0

1,334,361

272,937

9,759

0

0

0

1,500

44.547

0

741

151

24,340

5,286,167

411,054
▲ 5,773,517

16.100

3.003.634

766,401

1.447.927

296,164

1,57り ,620

0

0

0

0

0

0

34,697

7,100

1,416

5,286.167

411,054

▲ 5,773.517

16.100

3.003,634

766,401

1,482.624

303.264

1,572,036

“

業部門
`)|

管理部門 イヽ
`il―

6)開 発教育な
どに関する政策
提言事業 (政 策
提言事業 )

7),R発教育な
どに関する普及
推進 ,業 (受話
,業 ,

8)そ の他本会
の目的を達成す

るために必要な

事業 (,t催・協
力事業 )

4)開発教育な
どに関する人材
育成事業 (講 ,'1拒

派遣等事業 )

5),1発 教育な
どに関する人材
育成事業 (研
修・講座事業)

2)開発教育な
どに関する調査
研究事業 (実
践・研究事業 )

3)開発教T,な
どに関する資料
情報の収集提供
事業 (情報・IL
版事業)

科 日

1)国内外の関
係諸機関などと
の連絡調整 ,業
(ネ ットワー ク

事業 )

0

0

6,810,000

15,225.698

0

5,312.000

5,661,843

0

0

2.995,259

■ 312.

5. 、61,

6.810.

15.225.

2.995.

000

843

000

698

259

0

0

0

3,934,360

0

0

0

0

7,700

0

0

0

0

,53.500

0

0

0

0

50.000

0

0

O

350,000

5.555,624

0

0

0

0

4.37(,,514

0

0

(

6.460,000

76,000

0

0

0

0

869,000

0

7,700 22.035,698 13,,〕 69,1()2 36.()()1,80050.000 3,ヽ,31,1,`,01.379.511 353,500S69.()On 5,905,6246,536.00()

88,637

0

5,913

21

3,311

18,159,483

0

2,779,503

91,789

1,556.498

l,159,117

0

177,420

12,731

99,365

19,318.600

0

2,956,923

104.520

1.655,853

386.372

0

59. 138

0

33,117

772,744
()

118,276
0

66,234

3,825,082

0

585.470

20.695

327,858

5,022.836

0

768,799

27,175

430,521

1,738.674

0

266,123

9,407

149,026

4.443.278

0

680,092

24,040

380.846

l,931,860

0

296,692

10,452

165,585
47,882 22.5R7,273 1.448,(),1ヽ 24,()35,896('.249,331 478,(,27 957,2545,528,256 4,759, 1()52,403.589 2. 163.23()

32.44B

30

518



広報費

イベン ト関連経費

消耗什器備品代

事務用品費

通信運搬費

印刷製本費

福利厚生費

賃借料

支払手数料

委託費

議会費

租税公課

研修費

その他経費計

経常費用計

48,

6,

19,

8,

6.

1,

16.

556,

7,

0

0

6.101

9,650

852

238

106

1,061

5.479

0

0

0

0

0

20.220

17.626

28,887

25.838

1.499

3.326

265

4,456
0

0

0

0

0

0

1,355

2,144

1,704

119

53

530

517

0

0

0

0

0

0

135

214

85

11

5

53

51

()

0

0

0

531,

0

008

779

672

521

687

853

327

863

854

0

()

700

0

0

15,590

62,132

813,146

1,519,982

50,750

504,442

573,748
0

0

319,080

0

0

0

13.423

24,830

6,704

2,209

53

530

2,532
0

0

159.540

0

0

0

2,711

4.288

9,086

1,881

747

7,433

7.240

0

0

53.180

0

68,

63,

151,

865,

526.

61.

515,

610,

556.

0

228

723

817

986

626

893

641

886

854

0

800

700

22,

68.

67.

158,

1,177,

2.261.

63,

530.

867,

556,

90.

537,

12.

000

228

796

254

486

408

142

992

886

854

168

227

70()

22. 000

0

073

437

550

782

549

351

950
0

168

427

000

4,

6,

311.

734.

1,

15,

256,

9),

5,

5,

3.使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。当法人の正味財産は22,788.348円 であり.期末時点で使途が制約された寄附金等の残高は0円 です。

したがって 22 788 348 ′ , が 力i さオιて,ヽ |｀

1 ,)`σ

'

5.役員及びその近親者との取引の内容
の の ′) りです

11,985,654 1,496.5()0 13,482,154124,370 1,2501.037.155 173.396 14, 159,93.476 6.628.3163.213.5()2
49, 11,2 .31.F7_ ()2f 2,945,123 37.518,050492,786 l,081.62412, 156,602 5,796,260 6,122,7275,617,091 2,956,706
▲ 41.432 ▲ 12,537,229 11,023,`'79 ▲ 1.513,250▲ 6.06て,.227 ▲ 142,78(, 2,852,736▲ 6.25().1)78 ▲  1.416,74(,018,0()9 ▲ 2.o87,70(,1ヽ,「 1曽 1成イlt

当期減少額 期末′′支高

`|||`

1切 首夕長|:,, 当期増加額内容

6.160,000

350.000

6,160.000

350.000

独立行政法人環境再生保全機構

地球環境基金助成金

公益財「1法人市川房枝記念会

市川 ′,枝女性の政治参画基金
女性 と政治センター

6. 160.00(, 6.160.000

ネットワーク事業 (成人教育プロジェクト)のための助成金

ジェングーー教材ハンドブック作,,文のための助成金

奇FI

期末取得価額期百取得価額 取 得 卜女少FIIヨ

2,504.80010.1,520 189.7202,590,000退職給付引当預金

2.504.80089 72()1()| 1ヽ 2()2.o90,000合計

内.近親者及び
支配法人との取
り|

計算書類に計
上された金額

内.役員との取
り|

千斗目

556.854 556,854

(活動計算書)

受取寄付金 (一般寄付金)

ジ
属61)香り
調F鶴瑠∬

プロ

「

~~~~~    :      [

1 3,800,0001 3,800,0001
1      1      1
1  556,8541  556,8541
1       1       1



書式第 17号 (法第 28条関係 )

【B-1】 負 債 の 部
1流動負債

2023年 度 財 産 目 録
2024年 3月 31日現在

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 開発教育協会

(単位 :円 )

未払金

給与手当等 2024年 3月 分

旅費交通費 2024年 3月 分

コピー機 リース代 2024年 3月 分

社会保険料 (2024年 3月 、期末手当分 )

宅配・ 郵使料金 2024年 3月 分

前受金

2024年度以降年会費

2024年 4月 開発教育入門講座参加費

CP教材作成コンサルテーション 事業受託料
未払消費税

未払消費税 2023年度

金  額 小  計 合  計科
［曰

69,517

5,399,114

3,383,284

8,802,373

258,722

305,777

597,741

233,286

5,773,517

113,427

265,186

2,166,000

566,725

290,845

15,168

5,000

80,000

28,325.682

2,504,800

2.504.800

未収金

出版物販売売上

助成金収入 (地球環境基金申請確定額)

受託事業 (外務省 NGO相 談員)

自由学校
「遊」出向負担金収入3月 分

前払費用

ASPBAE 2024年度年会費

2024年度 NGOJICA協議会年会費

2024年度ファシリテーション講座 東山荘会場使用料申込金

退職給付引当頂金 (城北信用金庫 動坂支店)

手元現金

郵使振替口座

Pa,-pal

【A】 資 産 の 部

1 流動資産

固定資産合計 ・・。②

貯蔵品

切手、レターパック等

商品

販売用書籍在庫

2 固定資産
流動資産合計 ・・・①

普通預金

三菱UFJ銀行

三菱旺J銀行

三菱U「J銀行

三菱UFJ銀行

城北信用金庫

高田馬場支店

高田馬場支店

高田馬場支店

高出馬場支店

動坂支店

30.830.482【A】 資 産 合 計 ①+②

1,493,453

33,683

34,760

568,141

56,409

1,246,000

1,000

1,155,000

170,9()0

|

|

|



未払法人税等

法人税、事業税および住民税 2023年度

預り金

源泉徴収税等

社会保険料等

流動負債合計 ・・・③

70,000

282,069

425,919

5,537,334

2 固定負債

退職給付引当金

固定負債合計 ・・・④
2,504,800

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 8.042.134

22.788.348

I z, so4, sool

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】



書式第 18号 (法第 28条関係 )

令和 5年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

特定非営利活動法人 開発教育協会

1 確認事項 (法第20条及び第 2¬ 条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。〈法第 20条関係 )
図各役員について、規族の規定に違反していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ)

氏    名

前事業年度内の

就任期間

報酬 を受けた期間

(該 当者のみに記入)

1
・監事

(ユ モ ト

キ)

ヒ ロユ

湯本 浩之

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日
報酬無し

2

(コ ン ドウ マ

コ )

近藤 牧子

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日
報酬無 し

3 ・監事
(サ トウ ユキ)

佐藤 友紀

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日
報酬無 し

4 ・監事

(7 ^ r:f

阿部 秀

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日
報酬無 し

わ 監事

(アベ マリコ)
 

阿部 員理子

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日
報酬無し

・監事

\'? Jla/-? I T

4)  
前嶋 葵

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日
報酬無 し

7 ・監事

(マ ツクラ サヤ

カ)

松倉 紗野香

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日
報酬無 し

(サカグチ カズ
タカ)

坂口 和隆

令和 5年 4月 1日

報酬無 し

9 ・監事

(カ タォカ

リ)

片岡 麻里

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日
報酬無 し

監 事 令和 5年 4月 1日 報酬無し
(カ ミジョウ ナ

オミ)

事 業 報 告 用

|

⌒

Q壁ジ・監事

|

⌒

Q聖ジ・監事
令和 6年 3月 31日

10



書式第 18号 (法第 28条関係 )

上條 直美

事 業 報 告 用

令和 6年 3月 31日

11 ・監
.11

(= )-< z
)) 令和 5年 4月 1日

報酬無 し

小島 文乃

12 ・監事

(ニ シカワ チカ
コ )

西川 千佳子

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日
報酬無し

13 ・監事

(ニ シヒラ クミ
コ )

西平 久美子

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日
報酬無し

14 ‖rll

(ミ ヤケ タカフ
ミ)

三宅 隆史

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日
報酬無 し

15
・監事

(ヨ シダ カズヨ

シ)

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日
報酬無 し

16
・監事

(ナカムラ

ノ)

中村 絵乃
 
令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日
報酬無し

17

⌒

理事氏鷺ジ

(タ ナカ ハル ヒ

コ )

田中 治彦

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日
報酬無し

18

(ヤマザキ タダ
ン )

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日
報酬無 し

山崎 唯司

|

                         

]

   

|

tfE6+3E318 
|

|

吉田 一喜 |

⌒

理事く覧ジ



書式第 4号 (法第 10条・第28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

特定非営利活動法人 開発教育協会

氏   名

1 湯本 浩之

2 近藤 牧子

3 佐藤 友紀

阿部 秀樹

5 阿部 員理子

6 前嶋 葵  

7 松倉 紗野香

8 坂口 和隆

9 片岡 麻里

10 上條 直美

11 小島 文乃

12 三宅 隆史

4

|




